
創価大学創友給付奨学金制度を新設！！
2011年度より、本学を受験される方を対象に、経済的な支援を目的とした返還の必要のない予約給付奨学金制
度を新設します。この奨学金は、受験の前に申請し、一定の資格基準（家計収入、高校の成績等）により、予約奨
学生として選考された受験生が、入学する場合に給付されるものです。

入学前予約給付奨学金（返還不要）

■ 採用された場合の４年間の学費納付金額は以下のとおりです（ただし、年度ごとに家計基準と成績の継続審査があります）。

経済学部
経営学部
法学部
文学部
教育学部

工学部

通常の学費納付金額

56万 7,560円110万3,560円（入学金を含む）
初年次

42万 1,000円83万4,000円（１年間の学費）
２～４年次

80万  260円
65万 3,000円121万8,000円

（入学金を含む）
初年次

（１年間の学費）
２～４年次

採用者の学費納付金額学　部

２回分割払いを選択した場合の学費納付金額は以下のとおりです。

※創価大学創友給付奨学金採用者は、入学後も以下の奨学金を併用することができます。
　・特別奨学生制度（入学金の半額を免除し、授業料と施設設備費の半額を４年間免除します）
　・特待生制度（前年度の成績が特に優秀な２～４年の学生に対して、年額３０万円を給付します）
　・創価大学以外の団体の奨学金・・・日本学生支援機構奨学金（貸与）、地方公共団体および民間団体奨学金等

経済学部
経営学部
法学部
文学部
教育学部

工学部

学　部
　（入学前の学費納付金額）　
初年次 前期 ２～４年次

15万   560円 41万 7,000円

19万 1,260円 前期・後期ともに

32万6,500円60万 9,000円

前期・後期ともに

21万   500円

文系5学部では 177万 5,000円を給付！！
工 学 部 は   238万 3,000円を給付！！

4年間の
総額で…

～入学金と授業料・施設設備費の半額を4年間給付!!～

148万8,260円

（10月中旬までに納付）
初年次 後期

※学費納付金額には諸費（予定額）が含まれています。



申込対象者

本奨学金の詳細は、本学ホームページの「創価大学創友給付奨学金 

募集要項」をご確認ください。 http://www.soka.ac.jp/
【本奨学金の出願書類・選考に関する問い合わせ】
042-691-2161（学生課奨学金係）
【入試・入学手続きに関する問い合わせ】
042-691-4617（入試事務室）

問い合わせ

● 創価大学入試事務室　Tel：042-691-4617　Mail：nyushi@soka.ac.jp

● 創価女子短期大学入試事務室　Tel：042-691-9480

宿泊・チケット ● 創学サービス旅行センター　Tel：042-691-2458

お問い合わせ先

JR 八王子駅の北口ロータリー内、12 番もしくは 14 番（時間帯により変更）バスのりばから
「創価大学循環」、または「創価大学正門・東京富士美術館」行きのバスにて約 20 分。
※ 平日・土曜は始発から10：29 まで 14 番乗場、10：30 から最終まで 12 番乗場。
　 日曜・祝日は始発から最終まで 12 番乗場  

創価大学へのアクセス

羽田空港 東　京浜松町 八王子
東京モノレール

約20分

JR山手線

約6分

JR中央線

約50分

オープンキャンパス情報

創価大学・創価女子短期大学の情報が盛りだくさん。
本奨学金に関する相談コーナーも設けています。

７/２５（日）・８/２２（日）・９/１９（日）
１０：００〜１７：００（事前申込不要）

応募から採用までの流れ

本学ホームページから「募集要項」「申請書」をダウンロードします。
申請書に必要事項を記入し、書類を準備します。※1

奨学金の申請を行います。受付期間は、以下のとおりです。

9月10日（金）〜10月20日（水）当日消印有効　　創価大学学生課内 創友給付奨学金係宛2

11月中旬に採用者を発表します（申込者に郵送にて結果を通知します）。3

※ FAXで申請書類一式を取り寄せることができます。FAX機の受話器をあげて「0422-41-1455」を押します。音声メッセージのあと、BOX番号「111＃」を押し、スタート
（受信）ボタンを押します。しばらくしたら、申請書類一式がプリントされます。

該当する入試

申込資格（成績）

申込資格（収入）

公募推薦入試、学園推薦入試、一般入試、センター試験利用入試（前期・後期）を受験する者

採用人数 200名（申請者が多数の場合は家計状況に基づき選考します）

既卒生の場合：高校3年間の全体の評定平均値が3.0以上（出身校で証明）

高校３年生の場合：高校1年生から3年生の1学期または前期までの全体の評定平均値が3.0以上

主たる家計支持者の年収が、給与（年金）所得の場合は収入金額（課税前）が400万円未満、
事業所得の場合は150万円未満である者。

※高等学校卒業程度認定試験合格者（見込み含む）の場合は、評定平均値を問いません。


